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問合せ先 責任者役職名 広報部ゼネラルマネジャー
氏 名 梶 原 守 ＴＥＬ （０３）３２１６－１０３２

１．平成１１年３月期の業績（平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日）

（注）１．本連結決算短信（添付資料を含む）中の百万円単位の表示金額は、百万円未満
を切捨てています。

（１）経営成績 ２．連結財務諸表規則等の一部改正に伴い、当期の連結財務諸表については改訂後、
前期の連結財務諸表については改訂前の表示区分に従って記載しております。
対前期 対前期 対前期

売 上 高 営業利益 経常利益
増減率 増減率 増減率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
Ｈ11年３月期 ３０5，７６４ （△17．8 ） △8，７４１ （ ） △１6，４９６ （ ）

Ｈ10年３月期 ３７2，１４５ （△ 1．8 ） ２5，５０４ （△42．5 ） １7，６７４ （△49．7 ）

対前期 １株当たり 潜在株式調整後 株主資本 総資本 売上高
当期純利益 １株当たり

増減率 当期純利益 当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
Ｈ11年３月期 △１8，２３２ （ ） △49 29 △１1．０ △3．４ △5．４
Ｈ10年３月期 8，３１８ （△58．3 ） 22 49 4．９ 3．7 4．7

（注）持分法投資損益 ９６百万円（前期 １１６百万円）

（２）財政状態
総 資 産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭
Ｈ11年３月期 ４７4，９６４ １６0，９９０ ３3．９ ４３５ ２０
Ｈ10年３月期 ５０7，３２６ １７1，０５１ ３3．７ ４６２ ３９

（３）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数 ３３社

非連結子会社数 ２６社（うち持分法適用会社数 ３社）
関連会社数 ９社

（４）会計処理の方法等の変更

１ 連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連 結（新規） ４社
（除外） 該当事項はありません。

持分法 該当事項はありません。
２ 会計処理の方法の変更 該当事項はありません。
（注）平成１１年３月期につきましては、税効果会計を適用しております。

２．平成１２年３月期の業績予想（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）

売上高 経常利益 当期純利益
百万円 百万円 百万円

Ｈ12年３月期 ３５0，０００ 6，０００ 5，０００
（参考）１株当たり予想当期純利益 （連結）１３円５２銭 （単独）９円４６銭

〔参考〕当社（単独）の平成１１年３月期の業績 （平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日）

対前期 対前期 対前期
売 上 高 営業利益 経常利益

増減率 増減率 増減率
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

２５2，４９５ （△14．1 ） △１0，４０４ （ ） △9，６２２ （ ）

対前期 １株当たり 潜在株式調整後
当期純利益 総 資 産 株主資本

増減率 当期純利益 １株当たり当期純利益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 百万円 百万円
△9，８７３ （ ） △26 69 ３７5，２３１ １４6，９５２



当期及び次期の業績の概況

当期における経済環境は、米国においては、先行きに不透明感を示しながらも好調な個人消費

に牽引されて拡大を維持し、欧州においても、期末にかけて減速感があらわれたもののおおむね

堅調に推移しました。一方、アジアにおいては、底入れの兆しが出始めたものの依然として低迷

状態が続きました。わが国においても、公共投資などの経済政策による下支え効果は一部に見ら

れましたが、民間設備投資の落ち込みに加えて個人消費も低水準に推移するなど、景気は極めて

厳しい状況が続きました。

当グループの関連する事業分野では、消費者用精密機器部門では、カメラ製品は新製品が好評

を博し、特に米国市場でおおむね順調に推移する一方、眼鏡製品は国内需要の減速により市場は

冷え込みました。また、産業用精密機器部門では、企業収益の悪化による設備投資抑制の影響を

受け、非常に厳しい状況が続きました。

このような状況の下で、グループを挙げてお客様のご要望に応じた製品の開発、市場への投入

に鋭意努めるとともに、効率的事業運営と収益性の改善を目指して事業体制の再編に取り組み、

さらには、一層のコストダウン、経費の削減を実行してまいりました。しかしながら、国内及び

アジア地域における消費需要の減退に加え、半導体市況低迷の長期化により、半導体関連機器の

落ち込みが大きく、遺憾ながら、当期の連結売上高は３，0５７億６４百万円、前期比６６３億

８０百万円（１7．８％）の減少となりました。

また、連結売上高を事業分野別に見ますと、消費者用精密機器部門は１，3９２億４百万円（前

期比６．9％増）と若干の伸びを記録しましたが、産業用精密機器部門は１，6６５億６０百万円

（前期比３1．１％減）と大幅な減収となりました。

利益面につきましては、産業用精密機器部門の採算の悪化に伴い、連結当期純損失は１８２億

３２百万円となりました。

今後の見通し

景気後退が続くアジア経済をはじめ、減速傾向があらわれた欧州経済、また、米国経済の先行

きがそれぞれ懸念されるとともに、わが国経済も民間需要が依然停滞しており、さらに半導体市

況の動向も憂慮されるなど、当グループを取り巻く経営環境は、引き続き厳しいものと考えられ

ます。

このような状況下において、当社及びグループ各社は、収益性の改善を最優先課題として、各

事業部門における競争力のある製品の迅速な開発及びタイムリーな市場投入、不採算事業の再編

促進、管理間接部門のスリム化などを強力に推し進めてまいる所存でございます。

なお、平成１２年３月期の業績は、連結売上高３，5００億円（前期比１4．５％増）、連結経常

利益６０億円、連結当期純利益５０億円を予想しております。



比較連結貸借対照表

（単位：百万円，△印は減）

資 産 の 部

年 度 当 期 前 期

（平成11年３月31日現在） （平成10年３月31日現在） 増 減

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比

％ ％

流 動 資 産 ３０8，３８２ 65．0 ３５0，１０４ 69．0 △４1，７２２

現金及び預金 ２1，９９６ １8，２９０ 3，７０５

受取手形及び売掛金 １０0，８３６ １４3，０５６ △４2，２２０

有価証券 ２0，６００ ２1，８５１ △1，２５１

棚卸資産 １５0，５７６ １５4，３６８ △3，７９２

繰延税金資産 １0，０６５ １0，０６５

前払税金 3，９５５ △3，９５５

そ の 他 6，９１０ １1，５８２ △4，６７１

貸倒引当金 △2，６０３ △3，００１ ３９８

固 定 資 産 １６3，６１９ 34．4 １５6，８２４ 30．9 6，７９４

有形固定資産 １０1，８６５ 21．4 １０3，９１５ 20．5 △2，０５０

建物及び構築物 ４1，３７５ ４0，０６２ 1，３１３

機械装置及び運搬具 ２8，１７３ ２8，１７３

機械及び装置 ２8，６０２ △２8，６０２

工具器具備品 １3，００６ １3，００６

土 地 １5，１７０ １5，２３６ △６６

建設仮勘定 4，１３９ 6，２８４ △2，１４４

その他の

有形固定資産 １3，７２９ △１3，７２９

無形固定資産 1，２０３ 0．3 1，２９５ 0．2 △９２

投資その他の資産 ６0，５５０ 12．7 ５1，６１２ 10．2 8，９３７

投資有価証券 ３9，０６１ ３5，８０５ 3，２５５

長期貸付金 1，１０１ 2，０１６ △９１４

繰延税金資産 5，７２８ 5，７２８

そ の 他 １4，７０２ １4，３１２ ３９０

貸倒引当金 △４３ △５２２ ４７８

為替換算調整勘定 2，９６３ 0．6 ３９７ 0．1 2，５６５

合 計 ４７4，９６４ 100．0 ５０7，３２６ 100．0 △３2，３６１

（注）連結財務諸表規則等の一部改正に伴い、当期の連結財務諸表については改訂後の表示区分に従って

記載しております。



（単位：百万円，△印は減）

負債の部、少数株主持分及び資本の部

年 度 当 期 前 期

（平成11年３月31日現在） （平成10年３月31日現在） 増 減

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比

％ ％

〔負債の部〕 ３１3，９５９ 66．1 ３３6，２７５ 66．3 △２2，３１５

流 動 負 債 ２０9，４０４ 44．1 ２３5，８２５ 46．5 △２6，４２０

支払手形及び買掛金 ５3，９１３ ７1，９７６ △１8，０６３

短期借入金 ７7，１７５ ６7，７２６ 9，４４９

コマーシャルペーパー ３2，０００ ４0，０００ △8，０００

一年内償還社債 １0，０００ １0，０００

未払事業税等 1，０５７ △1，０５７

未払法人税等 ９１４ 4，４００ △3，４８５

未払費用 ２3，７３０ ２0，８０６ 2，９２４

賞与引当金 2，４８５ △2，４８５

製品保証引当金 2，０２５ 2，４０９ △３８４

そ の 他 9，６４３ １4，９６２ △5，４９３

固 定 負 債 １０4，５５５ 22．0 １０0，３７０ 19．8 4，１８５

社 債 ８0，０００ ８0，０００

長期借入金 ２3，０９１ １8，４９５ 4，５９６

退職給与引当金 1，２６５ 1，３１２ △４７

繰延税金 ２４６ △２４６

そ の 他 １９９ ３１６ △１１７

少数株主持分 ８０ 0．0 △８０

〔少数株主持分〕 １４ 0．0 １４

〔資本の部〕 １６0，９９０ 33．9 １７1，０５１ 33．7 △１0，０６０

資 本 金 ３6，６６０ ３6，６６０

資本準備金 ５1，９０９ ５1，９０９

利益準備金 4，８１４ △ 4，８１４

連結剰余金 ７2，４２３ ７2，４２３

その他の剰余金 ７7，６６９ △７7，６６９

自己株式 △３ △４ ０

合 計 ４７4，９６４ 100．0 ５０7，３２６ 100．0 △３2，３６１

（注）連結財務諸表規則等の一部改正に伴い、当期の連結財務諸表については改訂後の表示区分に従って

記載しております。



比較連結損益及び剰余金結合計算書

（単位：百万円，△印は減）

当 期 前 期
年 度 自 Ｈ10年４月１日 自 Ｈ９年４月１日

至 Ｈ11年３月31日 至 Ｈ10年３月31日 増 減
科 目

金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％
売 上 高 ３０5，７６４ 100．0 ３７2，１４５ 100．0 △６6，３８０
売 上 原 価 ２０5，９８４ 67．4 ２２4，５４５ 60．3 △１8，５６１

売上総利益 ９9，７８０ 32．6 １４7，５９９ 39．7 △４7，８１９

販売費及び一般管理費 １０8，５２１ 35．5 １２2，０９５ 32．8 △１3，５７３

営業利益又は損失（△） △8，７４１ △2．9 ２5，５０４ 6．9 △３4，２４５

営 業 外 収 益
受取利息及び配当金 1，１５０ 0．4 1，０８９ 0．3 ６０
その他の営業外収益 6，１１９ 2．0 4，２４２ 1．1 1，８７７

営 業 外 費 用
支 払 利 息 5，６４１ 1．8 5，６４１
支払利息及び割引料 5，９５３ 1．6 △5，９５３
その他の営業外費用 9，３８４ 3．1 7，２０８ 2．0 2，１７５

経常利益又は損失（△） △１6，４９６ △5．4 １7，６７４ 4．7 △３4，１７０

特 別 利 益
固定資産売却益 2，２８９ 0．8 ５６ 0．0 2，２３３
投資有価証券売却益 ２９２ 0．1 ３８６ 0．1 △９３
貸倒引当金戻入益 ５７ 0．0 ５７

特 別 損 失
固定資産売却除却損 1，００３ 0．3 ５４６ 0．2 ４５６
投資有価証券売却損 ２３３ 0．1 ４９８ 0．1 △２６４
投資有価証券評価損 ５７ 0．0 ４２ 0．0 １５
従業員早期退職加算金 2，２９６ 0．8 2，２９６
子会社整理損 １８９ 0．0 △１８９

税金等調整前当期純利益又は純損失（△） △１7，４４７ △5．7 １6，８４０ 4．5 △３4，２８７

法人税、住民税及び事業税 1，４９８ 0．5 1，４９８
法人税及び住民税 9，４５６ 2．5 △9，４５６
法人税等調整額 △７０９ △0．2 △７０９
法人税等期間対応差額（△減算） ８３１ 0．2 △８３１
少数株主持分利益又は損失（△） ２ 0．0 △１３ △0．0 １６
持分法による投資損益（△減算） １１６ 0．0 △１１６

当期純利益又は純損失（△） △１8，２３２ △6．0 8，３１８ 2．2 △２6，５５１

連結剰余金期首残高 ９1，２１０ ９1，２１０
その他の剰余金期首残高 ７7，６６９ ７2，６９８ 4，９７０
利益準備金期首残高 4，８１４ 4，８１４
過年度税効果調整額 8，７２５ 8，７２５

連結剰余金増加高
連結子会社増加に伴う

剰余金の修正額 ９４８ ９４８
連結剰余金減少高
その他の剰余金減少高
利益準備金繰入高 ３０２ △３０２
配 当 金 1，４８１ 2，９５９ △1，４７７
役 員 賞 与 ２０ ４０ △２０
連結子会社増加に伴う

剰余金の修正額 ４５ △４５

連結剰余金期末残高 ７2，４２３ ７2，４２３
その他の剰余金期末残高 ７7，６６９ △７7，６６９

（注）連結財務諸表規則等の一部改正に伴い、当期の連結財務諸表については改訂後の表示区分に従って
記載しております。



連結財務諸表作成の基本となる事項

１．連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数 ： ３３社

主要会社名 ： （株）栃木ニコン、（株）水戸ニコン、（株）仙台ニコン、

ニコンカメラ販売（株）、Ｎikon Inc．、Ｎikon Ｐrecision Inc．他

非連結子会社数 ： ２６社（うち持分法適用会社数 ３社）

主要会社名 ： （株）ニコンライフ、（株）ニコン・セールスプロモーション 他

関連会社数 ： ９社

２．連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結範囲 ：

新 規 ４社 Ｎikon Ｏptical Ｃanada Inc．、Ｎikon Ｈong Ｋong Ｌtd．、

Ｎikon Ｓingapore Ｐte Ｌtd．、Ｎikon Ｐrecision Ｔaiwan Ｌtd．

（重要性が増加したため）

除 外 該当事項はありません。

持分法適用会社 ： 該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は全て連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

ａ．棚卸資産

親会社及び国内連結子会社は主として総平均法に基づく原価法、海外連結子会社は原

則として先入先出法に基づく低価法によっております。

ｂ．有価証券・投資有価証券

主として移動平均法に基づく原価法によっております。



（２）固定資産の減価償却方法

ａ．有形固定資産

親会社及び国内連結子会社は定率法を採用しており、海外連結子会社は主として定額

法を採用しております。

親会社及び国内連結子会社は、平成１０年度の税制改正に伴い、当期より建物（附属

設備を除く）の耐用年数の短縮を行っております。この変更による影響額については

軽微であります。

ｂ．無形固定資産

定額法を採用しております。

（３）重要な引当金の計上基準

ａ．貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えて、個別の債権については回収可能性を検討し回収不

能見込額を、残りの債権については過去の貸倒経験率により計上しております。

親会社及び国内連結子会社は、平成１０年度の税制改正を契機として、当期より法人

税法の規定に基づく法定繰入率による引当限度額の計上に変えて、過去の貸倒経験率

により計上する方法に変更しております。

この変更による影響額については軽微であります。

ｂ．製品保証引当金

一定期間無償修理を行う旨のある製品に対する修理費に充てるため、主として売上高

基準により計上しております。

ｃ．退職給与引当金

親会社、海外連結子会社及び主な国内連結子会社は、退職年金制度を導入しているた

め引当金の設定は行っておりません。一部の国内連結子会社は、期末において従業員

が自己都合により退職したと仮定した場合の要支給額の４０％を計上しております。

また、退職年金制度を導入している一部の国内連結子会社は、移行に伴う退職給与引

当金残高を、法人税法の規定に従い取り崩しております。

（追加情報）

従来、国内連結子会社の従業員賞与については、主として法人税法の支給対象期間基準

に基づく限度相当額を計上しておりましたが、平成１０年度の税制改正を契機として、

当期より支給見込額を計上する方法に変更し、未払費用に含めて表示しております。こ

の変更による影響額については軽微であります。

（４）消費税等の会計処理

税抜方式によっております。



５．投資勘定と資本勘定との相殺消去に関する事項

親会社等投資勘定と連結子会社資本勘定の相殺消去は、株式の最終取得日を基準とする一

括法によっております。この結果と段階法による場合との差はほとんどありません。また、

従来より、相殺消去の結果生じた消去差額のうち、発生原因の明らかな部分については適

切な勘定科目に振替え、不明分については連結調整勘定としております。連結調整勘定は

発生年度以後５年間で均等償却しております。

６．未実現損益の消去に関する事項

連結会社間の資産の売買に伴う未実現損益はすべて全額消去し、少数株主持分に対応する

部分は少数株主に負担させております。ただし、減価償却資産は未実現損益が僅少なため

消去を行っておりません。

７．在外連結子会社の財務諸表項目の換算に関する事項

在外連結子会社の財務諸表項目の換算については、「外貨建取引等会計処理基準」に基づ

いて換算しております。

８．利益処分項目等の取扱いに関する事項

「連結損益及び剰余金結合計算書」の利益処分については、連結会計年度中に確定した利

益処分に基づいて作成しております。

９．法人税等の期間配分に関する事項

従来、法人税等の期間配分の処理は、未実現損益の消去、貸倒引当金、製品保証引当金の

連結ベースでの修正等、連結上で個別財務諸表の損益を修正した事項に対応する法人税等

について期間配分の処理を行っておりましたが、当期より、「連結財務諸表の用語、様式

及び作成方法に関する規則（昭和５１年１０月３０日大蔵省令第２８号）」の一部改正

（平成１０年１２月２１日大蔵省令第１７３号）に伴い、同省令附則第３項に基づき、税

効果会計を適用しております。

1０．適格退職年金制度

親会社及び主な国内連結子会社は適格退職年金制度を採用しております。

1１．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。



＜注記事項＞
当 期 前 期

１．有形固定資産の減価償却累計額 １６4，４１２百万円 １５1，７９２百万円

２．受取手形割引高 １１４百万円 １２４百万円

３．保証債務等

・ 保 証 債 務 １2，７２９百万円

・ 輸出手形割引高 2，２３６百万円 1，６２７百万円

４．自己株式数 2，４０７株 3，２８１株

５．リース取引

（１）リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

当 期 前 期
「備品等」

１ 取得価額相当額 ２1，７７０百万円

減価償却累計額相当額 １0，６１５百万円

期末残高相当額 １1，１５５百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 3，８６３百万円 4，１２２百万円

１年超 7，２９１百万円 8，０４１百万円

合 計 １1，１５５百万円 １2，１６３百万円

３ 支払リース料（減価償却費相当額） 4，７３５百万円 5，０３２百万円

※ ・ 上記の取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、支払利子込み法に

よって算定しております。

・ 減価償却費相当額の計算は定額法によっております。

（２）オペレーティング・リース取引

未経過リース料 当 期 前 期

１年内 ９５８百万円 百万円

１年超 1，３６８百万円 百万円

合 計 2，３２６百万円 百万円



セ グ メ ン ト 情 報

≪事業の種類別セグメント情報≫
（単位：百万円）

自 平成10年４月１日
当連結会計年度

至 平成11年３月31日

消費者用 産業用 消 去
精密機器 精密機器 計 又は全社 連 結

Ｉ 売上高及び営業損益

売 上 高

（１）外部顧客に対する売上高 139，204 166，560 305，764 305，764

（２）セグメント間の内部売上高
又は振替高 （ ）

計 139，204 166，560 305，764 （ ） 305，764

営 業 費 用 136，683 177，822 314，505 （ ） 314，505

営業利益又は損失（△） 2，521 △11，262 △ 8，741 （ ） △ 8，741

II 資産、減価償却費及び資本的支出

資 産 112，838 287，679 400，518 74，446 474，964

減 価 償 却 費 6，870 13，239 20，110 20，110

資 本 的 支 出 6，087 14，631 20，718 20，718

（単位：百万円）

自 平成９年４月１日
前連結会計年度

至 平成10年３月31日

消費者用 産業用 消 去
精密機器 精密機器 計 又は全社 連 結

Ｉ 売上高及び営業損益

売 上 高

（１）外部顧客に対する売上高 130，266 241，879 372，145 372，145

（２）セグメント間の内部売上高
又は振替高 （ ）

計 130，266 241，879 372，145 （ ） 372，145

営 業 費 用 128，222 218，419 346，641 （ ） 346，641

営 業 利 益 2，044 23，460 25，504 （ ） 25，504

II 資産、減価償却費及び資本的支出

資 産 113，607 341，462 455，069 52，257 507，326

減 価 償 却 費 5，513 12，893 18，407 18，407

資 本 的 支 出 6，664 19，504 26，168 26，168

（注）1．（１）事業区分の方法 製品の種類、販売市場の類似性等を考慮して行っております。
（２）各事業区分の主要製品

消費者用精密機器 カメラ、眼鏡製品
産業用精密機器 半導体関連機器、顕微鏡、測量機、測定機等

2． 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は当期74，446百万円、前期52，257
百万円であり、その主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投
資資金（投資有価証券）であります。

3． 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用とそれらの償却額が含まれております。



≪所在地別セグメント情報≫
（単位：百万円）

自 平成10年４月１日
当連結会計年度

至 平成11年３月31日

消 去
日 本 北 米 欧 州 アジア 計 又は全社 連 結

Ｉ 売上高及び営業損益

売 上 高

（１）外部顧客に対する売上高 183，725 80，366 36，128 5，544 305，764 305，764

（２）セグメント間の内部売上高
又は振替高 90，730 281 172 5，800 96，984 （96，984）

計 274，455 80，647 36，301 11，345 402，749 （96，984） 305，764

営 業 費 用 285，426 77，964 36，523 10，051 409，966 （95，460） 314，505

営業利益又は損失（△） △10，971 2，682 △ 222 1，294 △ 7，216 （ 1，524） △ 8，741

II 資 産 339，739 57，254 27，422 7，946 432，363 42，601 474，964

（単位：百万円）

自 平成９年４月１日
前連結会計年度

至 平成10年３月31日

消 去
日 本 北 米 欧 州 アジア 計 又は全社 連 結

Ｉ 売上高及び営業損益

売 上 高

（１）外部顧客に対する売上高 220，553 101，313 50，235 43 372，145 372，145

（２）セグメント間の内部売上高
又は振替高 96，716 280 87 7，153 104，238（ 104，238）

計 317，270 101，594 50，323 7，196 476，384（ 104，238） 372，145

営 業 費 用 301，464 93，205 49，289 4，773 448，733（ 102，091） 346，641

営 業 利 益 15，805 8，388 1，033 2，423 27，651 （ 2，146） 25，504

II 資 産 377，864 65，290 34，219 5，941 483，316 24，010 507，326

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域は、次のとおりです。

（１）北 米 米国、カナダ

（２）欧 州 オランダ、ドイツ、イギリス 等

（３）アジア 韓国、台湾、タイ 等

３．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は当期７4，４４６百万円、前期５2，２５７百万円

であり、その主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）

であります。



≪海外売上高≫

（単位：百万円）

自 平成10年４月１日
当連結会計年度

至 平成11年３月31日

その他
北 米 欧 州 アジア の地域 計

Ｉ 海 外 売 上 高 78，869 46，713 53，754 7，032 186，369

II 連 結 売 上 高 305，764

III 連結売上高に占める ％ ％ ％ ％ ％
海外売上高の割合 25．8 15．3 17．6 2．3 61．0

自 平成９年４月１日
前連結会計年度

至 平成10年３月31日

その他
北 米 欧 州 アジア の地域 計

Ｉ 海 外 売 上 高 99，830 59，794 54，453 7，080 221，160

II 連 結 売 上 高 372，145

III 連結売上高に占める ％ ％ ％ ％ ％
海外売上高の割合 26．8 16．1 14．6 1．9 59．4

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

各区分に属する主な国又は地域は、次のとおりです。

（１）北 米 米国、カナダ

（２）欧 州 オランダ、ドイツ、イギリス 等

（３）アジア 韓国、台湾、シンガポール 等

（４）その他の地域 中南米、オセアニア、アフリカ 等

２．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。




